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 本論文は、インドネシア語が国家語として成立する過程で、ジャワの日本軍政期に施策

された日本語普及政策および言語政策が、どのようにインドネシア語の発展過程に影響を

及ぼしたか、について考察したものである。 

本論文の論点の中心は 2 点ある。一つは、インドネシアの国家語として、宗主国の言語

であったオランダ語でもなく、またインドネシア最大の地方語勢力を持つジャワ語でもな

く、インドネシア語の普及率は、当時普及率が決して高くはなかったにもかかわらず、な

ぜインドネシア語が採択されたのか、である。 

 二つ目は、独立の直前に位置する日本軍政期は、言語・教育政策の中心が日本語の教育

と普及にあったにもかかわらず、なぜインドネシア語に関与しなければならなかったのか、

またそれがなぜ必要であったのか、である。そして、その関与によって、どのようにイン

ドネシア語形成に影響を与え、更に「国家語」になる契機になったのかどうか、である。 

 さて、太平洋戦争中、日本のジャワ占領はわずか 3 年半の短期であった。ジャワの日本

軍政期は、独立の直前に位置し、独立国家の誕生の準備期に当たるという位置付けがなさ

れている。インドネシア語にとって日本軍政期は、極めて重要な位置づけにあったと考え

る。当時、日本軍政の言語・教育政策は、日本語を大東亜共栄圏の「共通語」として位置

付け、日本語を教育し普及することが政策の重要な柱であったが、インドネシアの公用語

として日本語だけではなく、インドネシア語も採用され二言語制で展開された。その理由

をアリシャバナ[1978：127]に求めると、日本語普及政策は、インドネシア語を通じて日本

語を教育するという「当分の間、効率的でかつ出来るだけ簡易な方法で展開せざるを得な

かった」ということになる。日本側は、この理由を「現地語の尊重」という立場を取った。

この方針決定は、他の占領地域のフィリピン、マラヤでも同様であったが、特にインドネ

シア語にとっては決定的な運命を定められたと言える。ジャワ軍政監部は、あらゆる階層、

集団、学校などに日本語教育及び普及活動を展開していった。しかし、その内実はインド

ネシア語（当時は馬来語といった）なくして日本語の普及活動はインドネシア語に依存せ

ざるを得なかったのである。同時に、学校教育や一般人への日本語普及活動が、インドネ

シア語の普及を促し、国家語の地位獲得に繋がったと筆者は考える。 

一方、日本語教育史の視点から観ると、大東亜共栄圏の｢共通語｣として日本語を位置付

けることが、いかに実体のない虚栄な日本語普及政策であったかを、当時の日本語教育及
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び普及活動の実態から、また文部省方針の教授法（直接法）から明らかにした。そして、

日本語普及活動は、インドネシア語に依存せざるを得なかったことが、日本語教科用図書

にどのように関連付けられているかの考察を行った。前述の通り、ジャワの日本軍政期は、

短期であった。それ故、日本語の普及率などの結果を論及することは意味がなく、日本の

言語政策方針や日本語教育政策の理念と実態の乖離の大きさが問題であり、重要と考える。 

1945 年 8 月日本の敗戦後、直ちにインドネシアは独立宣言し、「インドネシアの国家語

は、インドネシア語である」と憲法に謳った。一国家一言語の誕生である。ルイ＝ジャン・

カルヴェやフロリアン・クルマスが、世界の旧植民地の中で、インドネシア語が成功した

一事例として取上げているように、言語政策面から評価されている。 

上記の評価は偶然ではない。ムラユ語（インドネシア語の元）は、突如として現れたも

のでもなく、エスペラント語のように人造語でもなく、その出発点は、古代マレー語に遡

る。そして、長い歴史を経て醸成された言語なのであるが、そこにはインドネシアの特質

というべき要素が基底にあると筆者は考える。即ち、それには、地理的要因、宗教的要因、

オランダ植民地政策的要因などが上げられる。 

日本の先行研究では、日本軍政期の言語・教育政策を「イデオロギーを伴った日本語の

強要」や「言語侵略」などという負の評価をする研究者がいるが、一方で学校体系、義務

教育制度、授業料の無償化、学校運営などが、現在も継承されていることから正の評価を

する研究者も多い。事実、インドネシア側の評価は、日本の占領統治の政策は負の評価に

もかかわらず、言語・教育政策に関して正の評価を下していることが多い。これらの日本

の研究の視点は、政策面の考察が中心で、日本もしくは日本語からの視点になっている。

逆に、インドネシア語を視点にして、日本語の言語・教育政策が、ジャワでどのように展

開されたか、あるいはその影響・成果について論及した論文は、管見では見られない。そ

して、インドネシア語との関連や影響について、先行研究者たちは日本の言語・教育政策

がインドネシア語形成に寄与したと評しているが、それに関する彼等の言説は実証的に考

察されることなく、ほとんどインドネシア人や第三国の研究者の論説を紹介するに留まっ

ている。即ち、受容側の実態が重要である。そのため、インドネシア人側に立ってみなけ

れば観えないことだと筆者は考える。そこにオーラルヒストリーの意義がある。筆者もわ

ずかであるが、本論文でこれを試みた。 

以上から論文構成を以下の通りとした。 

序論においては、「インドネシア」を構成する基本的な特徴を上げた。それは、13,600 余

りの島嶼からなり、言語数は 250 種以上、世界一の規模のスラム教国、人口も世界有数の

規模である。更に華僑の存在がある。これらの要素は極めて重要で、オランダ植民地の統

治政策の基底になっていると考える。加えて、これらの要素は、インドネシア語の形成に

大きく影響している。 

第 1 章において、先行研究の成果から、インドネシア語史を概観しその言語的特徴を述

べた。そして、政治的および社会的側面からインドネシア語の発達過程をまとめた。その
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過程で重要なことは、華僑やユーラシア人と呼ばれた集団が、インドネシア語で新聞メデ

ィアを主導したことが重要であり、一方で民族主義者たちが、インドネシア語で反植民地

主義を唱えたことにある。インドネシア語が、インドネシア史の過程でどのように発展し

ていったかを考察した。 

第 2 章においては、先行研究の成果から、オランダ植民地時代の統治政策と言語・教育

政策の変遷をまとめた。その政策の特徴は、「放任主義」に徹したことであったとされ、オ

ランダ植民地政庁が、言語・教育政策に目覚めたのは、わずか独立の 45 年前であった。こ

の時代のジャワの言語勢力は、インドネシア人の上層階級にオランダ語があり、大衆は地

方語（ジャワ語、スンダ語など）を常用していた。特にジャワ語は、最大の言語人口を抱

えていた。当時のインドネシア語はムラユ語といわれ、普及率は、都市部では交易用語と

して普及していたが、人口のほとんどを占める農村部では、それぞれの地方語が大勢であ

った。以上のような位置付けの中で、ムラユ語が普及したのは、結果的にオランダ植民地

政庁の「放任主義」の方針によって恩恵を受けたといえる。つまり、オランダ植民地政庁

は、インドネシア語や地方語には無関心であった。結果的には、それがインドネシア語を

醸成させることになったのではないかと筆者は考える。そして、その主導者は、第 1 章で

述べた華僑、ユーラシア人たちによるもので、いわばアウトサイダーたちであった。 

一方、一部のインドネシア人上層階級にはオランダ語の教育が与えられ、中間官吏を養

成した。目的は植民地運営を維持するためであった。インドネシア人エリートの視点は、

原住民に向けられているというよりオランダ植民地政庁にあったといえる。従って、彼等

は、オランダ語に不自由しなかったといわれるほどに浸透し、定着していたということが

重要である。民族主義指導者達もオランダ語を解したが、反植民地主義を唱えるにはオラ

ンダ語は当然不適であり、オランダ語以外のムラユ語を選んだのは自然であり、必然性が

あったと考える。インドネシア人が「統一言語はインドネシア語である」と目覚めたのは、

20 世紀初頭であったが、その理念を具現化するために日本軍政期間を経て、独立まで待た

なければならなかったのである。 

第 3 章では、先行研究の成果から、まず日本軍政期の言語・教育政策の特徴を概観した。

それは、オランダ植民地政庁の統治政策とは全く異なった施策であった。日本軍は､1942

年 3 月オランダからインドネシアを占領し、すぐにオランダ語の禁止令を発した。インド

ネシアからオランダ語を切り離したことは、以後オランダ語と決別する契機となったこと

から重要である。更に、ジャワ軍政監部は、「インドネシア語整備委員会」および「旧慣制

度調査委員会」を設けた。前者は、インドネシア語を普及するために必要なのであったし、

後者は、日本軍政への協力を得るために必要なのであった。インドネシアの指導者達は、

これらの委員会を通じて日本と協議および発言の場を持つことによって、国家語としての

インドネシア語の位置付けの明確化、国家理念（パンチャシラ）の立案など、国家の青写

真を作成していったという過程がある。 

言語・教育政策では、オランダ語の禁止に加え、6.3.3 制の学制、複線式から単線式への
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体系、国民学校は義務教育制と授業料の無償化、インドネシア語と地方語の授業、などが

導入された。これらの政策は、独立後も継続されたことはインドネシア側も評価している。

本論文は日本語教育の普及度、達成度に視点を置いていない。インドネシアにおける日本

語政策は、台湾や朝鮮ほどの強要ではなかったが、日本語を強要したことは紛れもない事

実である。しかし、日本語の教育・普及活動のねらいは、いうまでもなく「日本精神」教

育を伴った日本語教育であって、「共栄圏の共通語」を目指すために、インドネシア語を介

して活動せざるを得なかったという実態が重要なのである。「共通語」を普及するために日

本の方針は、「日本語は日本語で」という直接法の教授法を採ったが、実態は日本人教師に

よる教授は一部であって、ほとんどの教師はインドネシア人であったことが重要である。 

第 4 章では、まず先行研究の成果から、南方占領諸地域に対する「日本語」教育の方針

をめぐって内地の混乱や対立が、現地での施策にいかに阻害であり、混乱をもたらしたか

をまとめた。更に、ジャワ軍政監部によって編纂・出版された学校用日本語教科書と一般

人向け日本語テキストに、インドネシア語のウエイト付けが大きいことを示した。また、

シラバスの分析と内地の教科書と比較から内容の相違点を明らかにした。特にマラヤ・シ

ンガポールの教科書と、ジャワの教科書の特徴を比較し、特徴をまとめた。そこから見出

したジャワの特徴は、イデオロギー性が低く、対訳法による教授法を採用しインドネシア

語の使用頻度が、他の占領諸地域と比べて極めて高いことである。その傾向は、ラジオ放

送、映画などのメディにおいても同様であった。上述のように日本語の教育および普及活

動のためには、インドネシア語が必要不可欠であったと考えられる。 

 インドネシアにおける日本の軍事面の歴史評価は、オランダ植民地時代よりも低いと主

張する研究者が、内外に多い。しかし、言語・教育政策面に関しては、インドネシア側か

ら一定の評価を得ていることを本論で示した。一般的に旧植民地の国史は偏重になりがち

ではあるが、これに関する評価は、非常に客観的だと考える。 

本論文は、できるだけインドネシアから日本軍政の言語政策、および日本語教育を観る

というスタンスを採った。 

国家語の成立条件において、必ずしも成熟言語、言語人口といった要素で国家語になる

わけではないことを、インドネシア語は教えてくれる。 
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